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研究要旨
　本研究は、MSM の HIV 感染と薬物使用の予防および HIV 陽性者の支援を促進することを目的に、一つに

は陽性者を対象として薬物使用を含む生活の実情の調査、いま一つには薬物使用者を支援する精神保健福祉セ

ンターとダルクにおける MSM および陽性者への対応の現状と課題の調査を含む、次の 4 つの分担研究を遂

行する。

　(1) HIV 陽性者の生活と社会参加に関する研究（若林）

　(2) 精神保健福祉センターにおける MSM・HIV 陽性者支援の調査（大木）

　(3) ダルクにおける MSM・HIV 陽性者支援の調査（樽井）

　(4) MSM における薬物使用に対処する啓発・支援方策に関する研究（生島）

(1) HIV 陽性者質問紙調査は、2003 年以降ほぼ 5 年毎に行われてきたが、4 回目となる今回は、これまでの

エイズ治療拠点病院に加えて東京都内のクリニックの受診者も調査対象とし、質問項目には従来のものに新た

に介護関連の問を追加し、高齢化に備えた地域生活の準備状況を検討することとした。1 年目の本年度は調査

実施体制の整備と質問紙の作成を行い、2 年目に質問紙の配布と回収、3 年目に分析を行う。

(2) 薬物問題に関する公的専門機関である精神保健福祉センターにおいて実施されている事業について、1 年

目にはその推移と現状を文献調査によって明らかにした。これを踏まえて2年目には質問紙調査を、同センター

の薬物相談担当者およびプログラム参加者を対象に、MSM、HIV 陽性者の薬物使用に関する相談の実態と準

備性について行い、3 年目には同センターと HIV 診療・支援機関の相互理解と連携に資する研修プログラム

を開発する。

(3) 薬物依存症回復支援施設であるダルクについて、1 年目はその事業と利用者の動向を文献調査により概観

し、MSM および HIV 陽性者の受け入れの現状と課題に関する質問紙を作成した。2 年目に質問紙調査を全国

のダルクを対象に実施し、3 年目にその成果を HIV 陽性者と薬物使用者、双方の支援機関で共有する研修を

実施し、使用と感染の予防啓発ならびに陽性者と使用者への支援スキルの向上を図る。

(4) MSM における薬物使用と HIV 感染の予防を促進する啓発資材を開発するために、1 年目には先行研究

（LASH 調査報告書）の量的データについて、MSM コミュニティの情報発信者への面接調査を行い、その質的

な解釈と啓発活動への示唆と提案を得た。これを踏まえて 2 年目に、HIV 感染と薬物使用を予防するより効

果的な啓発メッセージや手法を検討し、コミュニティのメディアとの連携により若年層を主対象に啓発メッ

セージを発信し、3 年目に認知度を測定する。
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研究目的

研究方法

(1) 全国の HIV 陽性者を対象とした質問紙調査を実施

して、その日常生活における健康管理と社会生活に関

する現状を明らかにし、支援体制整備の基礎資料を得

ることを目的とする。エイズ治療拠点病院における調

査は 2003 年以降ほぼ 5 年毎に行われて今回は 4 回

目となり、これにより陽性者の現状と 15 年間の変化

とを検討する。さらに今回は拠点病院に加えて東京都

内のクリニックの受診者も対象とし、それぞれの陽性

者の特徴を明らかにする。1 年目に実施体制整備と質

問紙作成、2 年目に質問紙の配布と収集、3 年目に分

析を行う。

(2) 薬物問題に関する公的専門機関である精神保健福

祉センターにおいて実施されている薬物対策事業の実

際と、それらの事業における MSM、HIV 陽性者から

の薬物使用に関する相談の実態と準備性を、文献調査

と聞き取り調査により明らかにして質問紙を作成し

（本年度）、精神保健福祉センター薬物相談担当者およ

び同センターのプログラム参加者を対象に調査を実施

する（2 年目）。これらを踏まえて、精神保健福祉セン

ターと HIV 診療・支援機関が、それぞれの支援機能

や連携方法の相互理解を深め、ネットワークづくりに

資する研修プログラムを開発する（3 年目）。

(3) 薬物依存症回復支援施設であるダルクにおける

MSM および HIV 陽性者の受け入れの現状と課題を

明らかにする目的で、ダルク職員への面接と文献によ

り、事業と利用者の同項を概観して質問紙を作成し（本

年度）、全国のダルクを対象とする調査を実施する（2

年目）、その成果を HIV 陽性者と薬物使用者、双方の

支援機関で共有する研修を実施し（3 年目）、陽性者と

使用者への支援スキルの向上を図り、使用と感染の予

防啓発の方策を検討する。

(4) MSM における薬物使用と HIV 感染の予防を促進

する啓発資材を開発することを目的とする。1 年目に、

海外の啓発資材を参考にしつつ、先行研究（LASH 調

査報告書）の量的データについて、MSM コミュニティ

の情報発信者への面接調査を行い、その質的な解釈と

啓発活動への示唆・提案を導出した。これを踏まえて

2 年目に、予防、検査、薬物使用等のデータを精査・

分析し、HIV 感染と薬物使用を予防するより効果的な

啓発メッセージや手法を検討する。2-3 年目に、コミュ

ニティのメディアとの連携により、MSM 若年層を主

対象とする HIV 感染と薬物使用を予防する啓発メッ

セージを発信し、3 年目に認知度を測定する。

(1) 陽性者質問紙調査の実施体制整備のために、各医

療機関の医療者と情報交換を行い、配付方法、協力体

制を考慮して今回のスケジュール、調査対象数の調整

を行った。質問紙を作成するために、前回までの調査

結果を再検討し、調査票の項目の採否についての検討

と、新規項目の選択を行った。埼玉県立大学倫理委員

会にて本研究の審査を受け、各協力病院の倫理審査の

準備を行った。

(2) 精神保健福祉センターにおける薬物依存への対策

事業における薬物相談事業の動向を明らかにするため

に、文献を収集し、91 論文を分析した。さらに、精

神保健福祉センター職員および精神保健福祉センター

の薬物相談事業を利用している MSM である HIV 陽

性者から聞き取りを行った。それら文献と聞き取り

の調査結果を基に、精神保健福祉センターにおける

MSM である HIV 陽性者の薬物相談に関する実態と

準備性に関する質問紙の検討を行った。

(3) ダルクによる事業と利用者の現状を概観するため

に、2 カ所のダルクを訪問して職員に面接を行い、あ

わせて先行研究および文献（ウエブサイトを含む）を調

査した。これを踏まえて、全国 50 カ所のダルクにお

ける MSM と HIV 陽性者への対応の現状と課題を調

査する質問紙を作成した。

(4) 前研究班の LASH 調査（GPS 機能付き出会い系

アプリを利用する MSM 対象の質問紙調査）の量的

データについて、インターネット / テレビ等を通じ

て MSM コミュニティに情報発信をしている 6 名に

フォーカスグループインタビューを行い（1 回目 2 人、

2 回目 4 人）、データの解釈やデータ間の比較から得

られる情報、特に若年層の HIV 感染と薬物使用の予

防啓発に有用と思われる情報とその発信方法を抽出し

た。
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研究結果
(1) 陽性者質問紙調査の方法は、各医療機関の協力を

得て機関ごとに一定割合の通院患者数を対象とし、来

院順に質問紙を配布、質問紙は無記名、記入後に本人

が事務局宛に郵送にて回収とした。調査対象とする医

療機関は、ブロック拠点病院および ACC（A 調査）、

そしてHIV感染症を標榜しているクリニック（B調査）

に通う HIV 陽性者とした。クリニックには 1000 名

以上の定期受診患者をもつところもあり、エイズ医療

の重要な担い手になっている。質問項目は、新たに介

護関連のものを従来のものに追加して、高齢化に備え

た地域生活の準備状況を検討することとした。

(2) 精神保健福祉センターは、1995 年の精神保健福

祉法改正以降、業務の一つとして依存症等の精神福祉

相談を進め、1999 年からは家族教室、2010 年から

は薬物依存者回復のプログラムを提供し、薬物関連問

題に対して薬物依存症という健康問題としての取り組

みを進めている。文献調査からは、2000 年前後は家

族プログラムの研究が中心だったが、2008 年以降、

回復プログラムの研究が増え、若年者対象の回復プロ

グラムでは性感染症教育も組み込まれていることが報

告されている。

(3) ダルクは、当事者が当事者を支えるという理念と

ミーティングと呼ぶ活動を共有しつつ、各施設が独自

に運営方針と活動内容を定めている。運営には、障害

者総合支援法（2012 年）によるグループホーム、生活

訓練、地域活動支援センター、法務省の緊急的住居確

保・自立支援対策（2011 年）による自立支援ホームと

いう制度による補助金を、9 割のダルクが受けている。

利用者の 70% は薬物依存だが、アルコール依存も

25% 含まれる。薬物使用のフォローアップ調査では、

1 年後までに 1 度も薬物使用がなかった人は 87%、

1 度でもあった人は 6% と報告されている。

(4) LASH 調査による量的データの解釈としては、

陽性者を知っていても HIV が身近に感じられない

ギャップ、HIV 陽性者のイメージが不鮮明ゆえの検査

への消極性、U=U メッセージの未浸透、薬物を区分

して使用状況の違いを精査する必要性が指摘された。

また新たな啓発活動の方向としては、自己肯定感の低

さが薬物使用につながることから、それを高めるメッ

セージの発信、薬物に接する機会はクラブやはってん

場等に限定されず、ゲイとして参加できる場所や活動

に関与していれば機会は増えるので、多様なニーズに

合わせた啓発活動の場所や媒体の拡張が提案された。

考察
(1) 陽性者質問紙調査では、今回は新たな調査対象と

して、国のエイズ医療体制の外に置かれているクリ

ニックを加えたが、中核拠点病院と一般拠点病院は外

した。前回調査では、ブロック拠点病院とは異なる陽

性者の生活状況も見られたので、その調査は今後の課

題とされる。また調査項目については、違法薬物につ

いての設問を含めることにより、無記名ではあっても、

回答の拒否が増え不正確な回答が含まれる可能性は否

めないが、対応が求められる課題であり、前回に引き

続き調査することとした。

(2) 精神保健福祉センターにおける薬物相談事業に先

行するアルコール相談事業では、生活基盤の行き詰ま

りや破綻によるいわゆる「底つき」体験が、治療導入の

分岐点として強調されてきた。しかし依存症回復プロ

グラムの参加者では、薬物依存に対する自己効力感が

比較的高く、「底つき」以前の状態にあることが多い。

継続的参加によりゆるやかに「底上げ」を図っていると

の考察が見られ、地域の拠点である精神保健福祉セン

ターによる早い段階での支援の有効性が示唆されてい

る。HIV 感染症診療機関の担当者に対する先行研究で

は、連携機関として精神科医療機関は挙げられたが、

精神保健福祉センターへの言及は見られず、今後の連

携が期待される。

（3） ダルクの事業では、近年ようやく公的補助金が利

用されるようになったが、運営費確保が困難で、職員

の待遇は不十分である施設が 7 割を超えており、財

政的支援の強化が求められる。同時に、公的諸機関と

の連携のなかで、当事者が主体をなすダルクの独立性

と独自性の確保が、現在の課題とされている。ダルク

の利用者は、薬物使用が習慣化した依存症者であるが、

薬物の影響で感染症に対して無防備な性行動をした経

験、注射器の回し打ちや共有の経験が、いずれも半数

を上回り、感染症罹患も、HIV は少数ながら HCV は
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ほぼ 4 人に 1 人いることから、広く薬物使用者に感

染予防の情報を伝える必要性が示唆された。

(4) 薬物使用については、先行研究では参照した海外

の研究にならい、ぼっき薬も含めてセックスドラッグ

を包括的に扱ってきたが、その使用経験率は違法とさ

れる薬物よりかなり高いこと、ラッシュ等の規制は

2005 年以降であることを踏まえて、薬物の種類、回

答者の年齢等を考慮したデータ分析が求められる。ま

た、これまでの薬物使用予防の啓発は、ハイリスク集

団を対象にしてきたが、ゲイバーやゲイサークル等広

い意味のゲイ活動でも薬物に接する機会があることか

ら、とくに若年層も含むより広い集団にも届くよう、

SNS、ウェブサイト、ゲイ雑誌等、多様なメディア

の利用が重要と考えられる。その際、否定的な情報で

はなく、自己肯定感を高めた当事者ストーリーなどの

個人が共感しやすい文脈を意識した情報の共有が有用

と思われる。

結論

健康危険情報

研究発表

(1) 陽性者質問紙調査は、その社会生活と日常の健康

管理の現状を把握することを目的に、全国のエイズ関

連医療機関の協力を得て実施する体制を整えた。第 4

回目となる今回調査では、クリニックに通う HIV 陽

性者も新たに対象とし、地域生活や介護に関する項目

を追加して、高齢 HIV 陽性者支援についても検討す

る。今年度は、次年度に実施する「HIV 陽性者の健康

と生活調査」の調査実施体制の整備、対象医療機関と

の調整、調査方法の再検討、質問紙の作成と修正、倫

理審査申請等を行った。

(2) 精神保健福祉センターでは、近年、当事者向けの

回復プログラムの実施機関が増加しているが、参加者

の確保等の課題も示されている。また回復プログラム

に伴い、地域の他機関とのネットワーク構築への取り

組みも行われているが、そこには HIV 陽性者に関わ

る機関がみられなかった。これらより、精神保健福祉

センターにおける MSM や HIV 陽性者の相談経験と

ChemSex としての薬物使用を視野にいれた相談の

準備性を明らかにすること、MSM および HIV 陽性

者の薬物使用の課題を共有するために両方の関連機関

の連携を構築することの意義が示唆された。

(3) ダルクとその利用者を対象とする先行研究から

は、利用者の中に MSM および HIV 陽性者は少数に

とどまり、受け容れた経験のないダルクが多くを占

めるように思われるが、それだけに、受け入れ経験

のある施設での課題と、経験のない施設での準備や、

MSM などのセクシュアル・マイノリティ受け入れに

際して求められる配慮などについて調査をし、情報を

エイズ診療に携わる医療者、地域の陽性者の支援者と

も共有することの意義が示唆された。

(4) MSM のインフルエンサーを対象としたフォーカ

ス・グループ・インタビューを通して、量的調査で得

たデータを分析する新たな視点が得られ、特に薬物使

用に関しては、薬物の種類を分け、性行動、年齢、逆

境的経験等との関連を確認する必要性が指摘された。

また薬物使用の啓発活動に関しては、その対象を一般

の MSM 集団にも拡げ、特に若年層が利用する SNS

を含めた多用なメディアを介して、客観的情報だけで

なく自己肯定感を高めた当事者の体験等を提供するこ

との重要性が示された。

なし
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